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物的資本維持概念に基づく
取替原価主義会計論
榊原英夫
はじめに
会計実務を長い間支配してきた歴史的原価主義会計に対して，様々な観点か
らの批判が提起されてきている。歴史的原価主義会計を批判する多くの論者
は，単に，その欠陥を指摘するに留まらず，それに代わる新たな会計方法を提
唱してしる。具体的には，取替原価主義会計，売却時価主義会計，現在価値主
義会計などの代替的会計方法が提唱されている。これら 3つの代替的会計方法
のうち，取替原価主義会計がもっとも多くの支持を得てきている。取替原価主
義会計を支持する多くの論者は，①貸借対照表に計上される非貨幣性資産を期
末の取替原価(現在原品〉で測定すべき点，②損益計算書に計上される費用
は，取替原価(現在原価〉に基づいて測定すべき点については合意、をみている。
しかしながら，期中における資産の取替原価の増減額(以下においては，取替
原価変動差額と呼ぶ。〉を資本修正項目とみるか損益項目とみるかについては
意見が分かれている。
この意見の不一致は，会計上維持すべき資本概念に関する見解の相違に求め
られる。つまり，取替原価変動差額を資本修正項目とみる見解は，物的資本を
維持すべしとの会計思考に基づいている。他方，その差額を損益項目とみる見
解は，財務的資本を維持すべしとの会計思考に基づいている。本論文の目的は
(1) 本論文では，取替原価 (replacementcost) ，現在原価 (currentcost)，現在取替原
価 (currentreplacement cost)を同意、語として用いる。
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前者の見解，つまり，物的資本維持概念に基づいて取替原価主義会計を支持す
る主張〈以下においては，物的資本維持型取替原価主義会計論と呼ぶ。〉を分
析し，批判することである。
I 物的資本維持型取替原価主義会計論
本節では，第 1に，物的資本維持型取替原価主義会計論の本質を究明する。
第2に，物的資本維持型取替原価主義会計の計算構造を設例により明らかにす
る。第3に， 2つのタイプの物的資本維持型取替原価主義会計論を検討する。
(1) 物的資本維持型取替原価主義会計論の本質
物的資本維持型取替原価主義会計論は，多くの論者により，以下で述べるよ
うに説明されたり，主張されたりしている。
たとえば，ジェγ.ST・G・ケル((12)，pp. 44-45)は，物的資本維持型
取替原価主義会計論を次のように説明している。
「現在原価利益概念 (current-costconcept of inconae)によれば，特定の
期間に受け取った収益に，当該期間に消費した資産の現在取替原価 (current
replacenaent cost)を対応させた結果が利益とみなされる。……現在原価利益
のもとでは，貨幣あるいは購買力単位ではなく，物，つまり，物的資産に重点
が置かれる。その結果として，期首資本は，最終的には資金に転換される物的
資産グループから成り立っていると考えられる。その資金の一部は，物的資産
を取替えるために用いられ，残高はその期間の利益となる。かくして，貨幣ま
たは購買力単位による物の会計から，物による貨幣の会計に変化する。この場
合，維持される資本は，実体のある物的資本であり，財務的資本または購買力
(2) これら以外にも，たとえば，ロパー ト・ J・スプラウス ((21)， p. 11)は，物的資本
維持型取替原価主義会計論を次のように説明している。 r現在原価に基づいて利益を
測定するように会計モデ、ルを変更すべきで、あると提案する論者は，また，資本概念を
物的概念ーーとくに生産能力概念一ーに変更すべきであることを提案している。この
見解によれば，企業は財務的資源を生産能力に投下する。そして，その生産能力を維
持するに必要な金額を超えてもたらされる財務的資源の金額だけが，利益を表わす。」
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のプー ルで、はない。
ここでの文脈から，物的資本維持は，実際の取替が当該期間に行われていな
ければならないことを意味しなし、。そうではなしそれは，期末資本が期首に
所有されていたのと同じ財の集合と交換可能であることを意味する。
現在原価概念は，利益からすべての資本利得を排除し，純粋な販売利益とで
も呼ばれるであろうものをもたらすであろう。この利益概念は，ビジネスマン
が真の利益測定値であるとほぼ普遍的に理解しているものである。価格上昇期
に，経営者が維持することを望んでいるものは，単に貨幣的営業量ではなく，
物的営業量である。」
また，アメリカにおける財務会計基準審議会 (FASB)の討論資料((7)， 
p. 127)によれば，物的資本維持型取替原価主義会計論は， 次のように説明さ
れている。
「資本は物的現象とみなされよう。つまり，資本は，資産と負債との差額以
上のものである。それは，また，基礎をなす資産の物的属性，あるいは，財ま
たは用役を生産するそれらの結合された能力を表わす。物的資本概念の支持者
は，技術的な細目について合意、していないだろう。しかし，彼らは維持すべき
資本が企業の物的生産能力 (physicalproductive capacity)であり，回収すべ
き原価が使用された資産と同じ生産能力をもっ資産の現在取替原価であること
に同意している。
物的資本概念の支持者は，資産の取替価格の変動を保有損益として認識する
ことなく，棚卸資産や有形・無形固定資産のような資産をそれらの現在取替原
価で会計処理することを支持する。つまり，一期間における資産の取替価格の
変動は，利益の構成要素ではなく，所有主持分の『資本維持修正』である。」
また，エドワード・ J・グレス((6)， p. 83， p. 86)は，物的資本維持型
取替原価主義会計論を次のように主張している。
「企業の生産能力は，一定期間に一定量の財および用役を生産し，分配する
企業の能力として定義される。それは，一定規模の活動を維持するに必要な資
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源により表わされる。」……「生産能力維持概念のもとでの利益は，慣行的会計
手続によるのと同じように測定される一期間に稼得された収益とそれと同じ期
間に消費された財および用役を取替える原価との差額である。
上で、略述した利益計算は，一般に認められた会計手続からの明確な離脱を伴
なっていなし、。生産能力維持基準のもとでの企業の収益は，一般に認められた
会計原則に従って計算される。論じてきたこの概念によれば，他の論者が勧告
してきたのと違って，資産の取替原価における上昇は利益と考えられない。」
以上述べてきた物的資本維持型取替原価主義会計論の論理は，次のように要
約できる。
① 維持すべき資本は物的資本あるいは生産能力である。
② かかる資本概念のもとでは，利益は，期首に存在したのと同じ物的資
産あるいは同じ生産能力を期末に維持したうえで、の余剰で、なければならな
い。したがって，利益は，収益から消費時点における資産の取替原価を費
用として控除することにより，測定すべきである。
① 取替原価変動差額は，物的資本あるいは生産能力それ自体の変化を意味
するものではなしそれらについての財務的表現の変化を意味するもので
あるにすぎなし、。したがって，それは，損益項目ではなく資本修正項目と
して処理されるべきである。
物的資本維持型取替原価主義会計論の論理は，一応このように要約できる。
しかしながら，その本質をさらに一層明確にするために，その論理プロセスに
おけるいくつかの留意点を以下で指摘しておく。
第 1の留意点として，物的資本維持型取替原価主義会計論の多くの支持者
は，その論理全体とくに②の主張の論拠を「継続企業概念」との首尾一貫性に
求めている点を指摘しておく。たとえばE'J .グレス C6)， p. 83， p. 88) 
は，かかる主張を次のように述べている。
「エドワーズとベルにより体系化された理論のように，資産の取替原価にお
ける変動を保有損益(経営利益の要素〉として処理する経営利益理論は，検証
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可能な客観的証拠としづ要請を満たすように適用できるとしても，企業につい
ての継続企業の要請を考慮、に入れていない。」……「生産能力維持基準に基づく
利益計算は，一般に認められている継続企業公準に準拠している。価格上昇期
における継続企業としての企業実体の維持は，……慣行的会計手続により測定
できなし、。留保利益を充当する慣行的実務が，より高い価格での資産の取替に
備えるために十分な資金を留保する手段として頼りにされてきた。かかる充当
は，科学的計算に基づくものではなく，経営者による怒意的な意思決定の結果
である。生産能力維持概念のもとでの利益計算は，能力を維持するために必要
な利益の切詰めについての科学的測定を与える。」
また， A・B・カーソン C(2)， pp. 34-35) も同主旨の主張を次のように
述べている。
「期間利益は，実現した収益と収益稼得過程において販売または消費した資
産を取替えるための実際原価または見積原価との差額であると考えるべきであ
るとの提案がある。見積取替原価に基づく減価償却費(取替原価が資産勘定に
表示されようとされまいと〉と『取替原価に基づく売上原価』が，この提案の
実質的内容である。
この純利益概念は，現代財務会計のきわめて基本的にして，十分確立した公
準，つまり，継続企業の仮定と少なくとも完全に両立する。……無限の寿命の
仮定は，取替および取替原価による思考にたいして論拠を与えるほど，慣行的
減価償却会計にたいして論拠を与えない。企業は更新および取替といった手段
によってのみ継続できる。この見解によれば，取替にたいする備えがなされな
いかぎり，つまり，一定期間に販売または消費された資産を取替えるための見
積原価に等しい金額が，なんらかの形態で留保されないかぎり，利益がし、かに
して存在するかを知ることはむずかしくなる。このことは，同一資産の正確な
取替を意味すると解釈する心要はなし、。むしろ，企業の生産能力を保持ないし
維持するであろう形態での取替を意味すると解釈する必要がある。……取替原
価に基づく純利益概念は，継続企業の公準と完全に両立する点を認識すべきで
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ある O 実際，これら 2つの概念は，既存の結び、っき以上によりよい結合を形成
する。」
継続企業概念は，通常， r反証のないかぎり，企業は将来も営業を継続する
であろうとの仮定」であると解釈されている。しかしながら，物的資本維持型
取替原価主義会計論の支持者によれば，継続企業概念は，企業の継続を可能に
することを会計に要請する命題であると解釈されている。そして，かかる意味
での継続企業概念との首尾一貫性が，物的資本維持型取替原価主義会計論の論
拠として主張されている。
第 2の留意点として物的資本維持型取替原価主義会計論の支持者の聞におい
ても，維持すべき生産能力の意味について合意がない点を指摘しておく。たと
えば，サンデイランズ報告書 ((20)，p. 35)によれば，生産能力についての
代替的定義は，次のように 3つに分類されている。
(a) 生産能力は，会社が所有している物的資産として定義されるべきであ
る。したがって，その利益は，会社により所有されている物的資産が消費
または消耗されたとき，それらを取替えるための十分な準備をしたうえ
(3) レグ・ S・ジンサー((11)，p. 716)は，生産能力についての代替的定義を次のよ
うに 3つに分類している。(司当該期間中に存在していた営業能力と同じ営業能力。こ
れは，実際に保有していた資産の(購入または再構築〉現在市場価格の資産の耐周年
数中における変動を，資本経持目的のために考慮、に入れることを意味する。 (b)既存の
資産により現在生産されているのと同じ財および用役のアウトプットを同じ量産出
すのに必要な最新の設備および他の資産(つまり，技術的改良を組み入れた〉に基づ
く営業能力。これは，資本維持目的のために，最新の設備の現在市場購入価格を考慮
に入れることを意味する。(実体がすでに最新の設備を所有しているかぎり，この営
業能力についての見解は， (a)のそれと同じである。) (c)同じ価値をもっ同ーの財およ
び用役を産出するに必要な最新の設備に基づく営業能力。これは，そのような最新の
設備の現在市場購入価格を考慮に入れ，さらに，技術的に改良された設備により生産
される財および用役の現在販売単価の低下をも考慮に入れるものである。(ここで
も，この営業能力についてのこの見解は，実体が最新の設備を保有しているなら， (a) 
のそれと同じである。〉
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で，分配されうるであろう金額であろう。
白) 生産能力は，当期に生産で、きたで、あろうものと同じ量の財および用役を
次期にも生産する能力として定義されるべきである。
(c) 生産能力は，当期に生産できたであろうものと同じ価値の財および用役
を次期にも生産する能力として定義されるべきである。
サンデイランズ報告書 ((20)，p. 35)は， i(b)および(c)の定義は，資産(特
に，設備および機械〉の技術および生産性が絶えず改良されているとの事実を
考慮に入れようとしている。 (c)の定義は，さらに次の事実を考慮に入れようと
している。つまり，一方で，価格変動のため，会社の生産物の価値が上昇する
こともあろうが，他方で，生産資産の物的棚卸量は，一定であるかまたは減少
することもあろう。」 と説明した後， (b)と(c)の定義は，実務上適用困難である
との理由で， (a)の定義を支持している。
また， FASBの討論資料((7)， p. 127)は，このサンデイランズ報告書に
よる 3つの定義に関して，次のように論評している。
「生産能力についての第1の定義，つまり， (a) W同一資産』は，しばしばア
メリカでは再生産原価または同じものとの取替原価 (costof replacernent in 
kind)と呼ばれている。それは，財務的資本概念の支持者により採用されてい
るものと本質的に同じ現在原価概念である。ほとんどではないにしても多くの
物的資本概念の支持者は，それを生産能力についての不適切な定義であるとし
て拒否している。というのは，それは技術の改良を考慮に入れずに，陳腐化し
た生産能力の維持をもたらすであろうからである。他の 2つの定義，つまり，
(b) W同じ量のアウトプット』および(c)W同じ価値のアウトプット』は，技術の
改良の影響にたいする補償を含んでいる。(第3の定義は，さらに生産物の販
売価格の変動にたいして補償しようとする改善をも含んでいる。〉したがって，
これらの定義は，しばしば，実務において適用することが困難である。」
(a)の定義は，技術の改良によって，既存の設備資産より高い生産能率を有す
る資産が存在するケースにおいて，明らかに不適切なものとなる。というの
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は，そうし、う場合，企業が将来既存の設備資産をそれとまったく同ーの資産
と取替えることはないであろうのに， (司の定義によれば，既存の資産の取替原
価に基づいて減価償却費が計上され，その取替に備えることになるからであ
る。
同じケースにおいて， (b)の定義によれば，減価償却費は高い生産能率を有す
る最新の設備資産の取替原価に基づ、いて計上される。もし，既存の資産の生産
能力と最新の資産のそれとに違いがあるなら，それに応じて減価償却費を計上
すべきである。 E'J・グレス((6)， p. 93)は，この点について， Iたとえば，
ある機械が 1時間当り10単位を生産しているとする。そして，この機械が 1時
間当り20単位を生産できる新型機械に取替えられることが可能でありさえすれ
ば，この場合，使用中の機械に関する減価償却は，新型機械の半分の原価に基
づかねばならない。」 と述べている。要するに， (b)の定義の具体的適用は，最
新の設備資産の取替原価と新旧設備資産の生産能力の比率が合理的に入手でき
る場合に限られる。
(c)の定義は，生産能力というより一種の利益稼得能力を意味しているように
思われる。また，それは，実務上適用困難である。企業の継続を可能にするた
めには，高い生産能率によって，既存の資産と同一量の財および用役を生産す
る能力が，少なくとも維持される必要がある。したがって， (b)の定義が理論上
支持されうると考えられる。
第 3の留意点として，物的資本あるいは生産能力は，資産の評価基準とは関
係なく維持される点を指摘しておく。つまり，物的資本あるいは生産能力は，
資産の評価基準として歴史的原価基準を採用しようと，費用を消費された資
産の取替原価に基づいて測定するかぎり維持されるのである。 E • J・グレス
(( 6)， p. 89)は，この点について， I生産能力維持概念のもとでの利益計算
は，貸借対照表上の資産評価基準と関係なく達成できる O 貸借対照表は未消費
歴史的原価を報告し続け，損益計算書が消費済資源の取替原価を表示すること
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もあろう。」と述べている。
もちろん，一般的には，物的資本維持型取替原価主義会計論は，資産を取替
原価で評価すべきであるとの主張を含むものと理解されている。たとえば，ロ
パート・ R・スターリング ((22)，p. 12)は，物的資本維持型取替原価主義会
計論の主張を次に示すような 3つの命題に要約しているが，その第1命題とし
て資産の取替原価(現在原価〉評価を挙げている。つまり，命題1 I資産勘定
は，資産の歴史的原価ではなく，現在原価を反映すべきである。J，命題2 I現
在原価と歴史的原価との差額は，利益ではなく，持分修正である。J，命題3
「利益は，物的資本における変動であり，収益から現在原価を控除することに
より算定される。」の 3つの命題である。
白) 設例による利益計算と物的資本維持
価格上昇期において，物的資本維持型取替原価主義会計に基づく利益は，そ
れがすべて分配されても，物的資本は維持できる。他方，価格上昇期におい
て，歴史的原価主義会計に基づく利益は，それがすべて分配される場合，物的
(5) 
資本は維持できなし、。このことを次の〔設例 1Jによって明らかにする。
(4) こうし、った主張は，費用時価論と呼ばれる。不破教授 C(9)， 40-41頁〉は，かか
る，主張を次のように述べている。 r企業維持の期間的確認のための損益計算構造に
おいては，評価の視点を費用の計上におき，当該期間の収益獲得のために費消された
資産の費用化部分を直接期末の取替時価基準に基づいて測定，計上すべきであるが，
一方，いまだ費用化されない残留資産部分については，取得原価のままで貸借対照表
に計上し次期に繰越すのがよいと考える。というのは，この残留部分は価値の流出
に関係しないため，会計上さほど重要でなく，毎期ひきつづいて評価替えするほどの
こともないしまた，とくに会計の一つの重要な職能である財産保全という点からみ
ても，企業内部における財産関係の記録は当初の入帳価額である取得原価によるのが
適当であると思われるからである。……固定資産費用については，固定資産の種類別
に，当該期間に帰属する減価償却費を特殊価格指数を参照した取替時価基準に基づい
て評価，計上する。なお，その際，未償却残高として期末に残存する資産部分は取得
原価のまま繰越されることになるため，償却費の取替時価による計上額と取得原価に
見合う金額との差額が生ずるが， これは価格変動による架空損益にほかならないか
ら，費用評価替剰余金勘定としづ資本剰余金としての性質をもっ勘定を設けて処理
し，その処分性を否認すべきである。」
(5) これはE ・J・グレス C(6)， p.26)による設例をほぼそのまま用いている。
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〔設例 1J 
1. 甲社は， 1，000万円の現金資本をもって事業を開始し，直ちにその金額
をA機械に投下する。
2. A機械は，甲社が事業活動を営むうえで必要な唯一の機械であり，その
耐周年数は5年，定額法〈残存価額はゼロ〉により減価償却する。
3. 第 1事業年度末に，機械の取替原価が10%上昇すると仮定する。ただし
その後，価格の変動はないものとする。
4. 営業活動からの収益は，毎年1，000万円であり，減価償却費以外の費用
は，毎年500万円である。これらの収益および費用は，すべて現金収支を
伴なっている。
5. 甲社の配当政策によれば，損益計算書上の利益は，それが稼得された年
度に，すべて現金で配当される。また，所得税は課せられないと仮定す
る。
これらの条件のもとで，物的資本維持型取替原価主義会計と歴史的原価主義
会計に基づいて作成される毎期の損益計算書は，表1のように示される。
表1
物的資本維持型取替原価主義会計に
基づく甲社の P/L
歴史的原価主義会計に基づく甲社の
P/L 
営業収益
費用
減価償却費 2，200 
その他の費用 5，COO 
純利益
(単位千円〉
1ω00 I営業収益
費用
減価償却費 2，000 
7，200 I その他の費用 5，000 
2，800 I 純利益
(単位千円〉
10，000 
7，000 
3，000 
第 1事業年度期首と毎期末における物的資本維持型取替原価主義会計に基づ
く貸借対照表は，表2のように示される。また，各時点における歴史的原価主
義会計に基づく貸借対照表は，表3のように示される。
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表2
物的資本維持型取替原価主義会計に基づく甲社の B/S
(単位千円〉
度第期1年首 度第期1年末 度第期2年末 度第期3年末 第度期4年末 度第期5年末
(資 産〉
現 金 。 2，200 4，400 6，600 8，800 11，000 
機械(取替原価〉 10，000 11，000 11，000 11，000 11，000 11，000 
減価償却累計額 。 2，200 4，400 6，600 88，00 11，000 
期取末替未原償却価 10，000 8，800 6，600 4，400 2，200 。
総 資 産 10，000 11，000 11，000 11，000 11，000 11，000 
(持 分〉
資 本 金 10，000 10，000 10，000 10，000 10，000 10，000 
株主持分修正 。 1，000 1，000 1，000 1，000 1，000 
留保利益 。 。 。 。 。 。
総 持 分 10，000 11，000 11，000 11，000 11，000 11，000 
表3
歴史的原価主義会計に基づく甲社の B/S
(単位千円〉
差点主 度第期1年末 度第期2年末 度第期3年末 度第期4年末 度第期5年末
(資 産〉
現 金 。 2，000 4，000 6，000 8，000 10，000 
機械(取得原価〉 10，000 10，000 10，000 10，000 10，000 10，000 
減価償却累計額 。 2，000 4，000 6，000 8，000 10，000 
機械の簿価 10，000 8，000 6，000 4，000 2，000 。
総 資 産 10，000 10.000 10，000 10，000 10，000 10，000 
(持 分〉
資 本 金 10，000 10，000 10，000 10，000 10，000 10，000 
留保利益 。 。 。 。 。 。
総 持 分 10，000 10，000 10，000 10，000 10，000 10，000 
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表1に示されているように，物的資本維持型取替原価主義会計に基づく場
合，甲社の利益は毎期280万円である O 甲社はその利益をすべて配当として分
配しているけれども，毎期220万円の減価償却費が計上されているので，第5
年度期末には，その累計額に等しい金額 (220万円x5 =1，100万円〉が，手許
現金として甲社に残っている。他方，第5年度期末における機械の取替原価
は， 1，100万円であるので，甲社の物的資本は維持されていることがわかる。
これにたいして，歴史的原価主義会計に基づく場合，減価償却費は，毎期200
万円計上されているにすぎないので，第5年度期末には，その累計額に等しい
金額 (200万円x5 =1，000万円〉しか手許現金として甲社に残っていなし、。他
方，第5年度期末における機械の取替原価は， 1，100万円であるので，甲社の
物的資本は維持されていないことがわかる。
このように〔設例1Jのようなケースでは，毎期末の取替原価に基づく減価
償却費を計上することにより，物的資本は維持できる。しかしながら，機械の
取替原価が毎期継続的に上昇するようなケースでは，毎期末における取替原価
に基づいて減価償却費を計上しても物的資本は維持できない。このことを次の
〔設例2Jによって明らかにする。
(6) これも， E・J・グレス (C6)， p.97)による設例をほぼそのまま用いている。
(7) C設例1)の条件3，つまり， r 3.第1事業年度末に，機械の取替原価が10%上
昇すると仮定する。ただしその後，価格の変動はないものとする。」を r3.第5事
業年度末に，機械の取替原価が10%上昇すると仮定する。」とし、う条件に変えた場合
にも，物的資本は維持できない。このことは，次のように説明される。このような条
件の場合，物的資本維持型取替原価主義会計に基づく損益計算書は，第 1~4年度ま
でについては表1の歴史的原価主義会計に基づく損益計算書と同じであり，第5年度
のそれだけが，表1の物的資本維持型取替原価主義会計に基づく損益計算書と同じも
のになる。したがって，第5年度末の減価償却累計額は，第4年度末までの累計額
(800万円〉と第5年度末の減価償却費 (220万円〉の合計額 (1，020万円〉となる。
他方，第5年度末の取替原価は， 1，100万円 (=1，000万円X1.1)に上昇している。
それ故，取替原価に基づく減価償却費を計上したとしても，機械を取替えることはで
きない。つまり，物的資本は維持されない。
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(設例2J
〔設例1J (203頁〉の 5つの条件のうち第3の条件，つまり， 13.第 1事業
年度末に，機械の取替原価が10%上昇すると仮定する。ただし，その後，価格
の変動はないものとする。」を 13.機械の取替原価は，毎期末に10%上昇す
ると仮定する。」とし、う条件に変える。他の条件は， c設例1Jと同じとする。
これらの条件のもとでの付)毎期末の取替原価， (ロ)毎期末の取替原価に基づく
減価償却費，付その累計額は，表4のように示される。
表4
(単位千円〉
第1年度第2年度第3年度第4年度第5年度
付) 期(前末期取末替よ原り10価%増加) 11，000 12，100 13，310 14，641 16，105 
(ロ) 減(期価末取償替却原価費の20%) 2，200 2，420 2，662 2，928 3，221 
り期末減価償却累計額 2，200 4，620 7，282 10，210 13，431 
物的資本維持型取替原価主義会計に基づく毎期の損益計算書と貸借対照表
は，それぞれ表5と表6のように示される。
甲社は，毎期末における機械の取替原価に基づく減価償却費を計上している
表5
物的資本維持型取替原価主義会計に基づく甲社の P/L
(単位千円〉
第1年度 第2年度 第3年度 第4年度 第5年度
営業収益 10，000 10，000 10，000 10，000 10，000 
営業費用
減(表価4償によ却る費〉 2，200 2，420 2，662 2，928 3，221 
その他の費用 5，000 5，000 5，000 5，000 5，000 
総 費 用 7，200 7，420 7，662 7，928 8，221 
主 利 」すUそLこ 2，800 2..580 2，338 2，072 1， 779 
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表6
物的資本維持型取替原価主義会計に基づく甲社の B/S
〈単位千円)
度第期1年首 第度期1年末 度第期2年末 度第期3年末 度第期4年末 度第期5年末
(資 産〉
現 金 。 2，200 4，620 7，282 10，210 13，431 
機械(取替原価〉 10，000 11，000 12，100 13，310 14，641 16，105 
減価償却累計額 。 2，200 4，620 7，282 10，210 13，431 
期取末替未原償却価 10，000 8，800 7，480 6，028 4，431 2，674 
総 資 産 10，000 11，000 12，100 13，310 14，641 16，105 
(持 分〉
資 本 金 10，000 10，000 10，000 10，000 10，000 10，000 
株主持分修正 。 1，000 2，100 3，310 4，641 6，105 
留保利益 。 。 。 。 。 。
総 持 分 10，000 11，000 12， 100 13，310 14，641 16，105 
にもかかわらず，第5年度期末における甲社の手許現金は，その時点、の減価償
却累計額に等しい金額 (1，343.1万円〉にすぎなし、。第5年度期末における機
械の取替原価は， 1，610.5万円に上昇しているので， 甲社が機械を取替えるこ
とはできないことがわかる。つまり，甲社の物的資本は，維持されていないこ
とがわかる。
(3) 2つの物的資本維持型取替原価主義会計論
〔設例2Jのようなケースにおいては，取替原価に基づく減価償却により留
保される資金は，当初資産をそれと同ーの資産に取替えるには不十分であるこ
と，したがって，物的資本は維持されないことが多くの論者により指摘されて
いる。たとえば， レイモンド・ J・チェンメース ((5)，p.62)は，この点に
ついて次のように指摘している。
「ある企業が1971年に 1，000ドルで、機械を購入し，その機械の見積(および
実際〉耐用年数が4年で，耐用年数の終りの残存価値がゼロであったと仮定す
-207ー
-294ー
る。さらに，その資産の購入価格が毎年100ドルづ、つ上昇したと仮定する。 4年
間の減価償却費は， 275ド、ル， 300ドル， 325ド、ル， 350ドルの合計1，250ド、ルにな
るであろう。しかし， 4年度末の取替価格は1，400ド、ルで、ある。この企業は減価
償却費によって留保した金額でその機械を取替えることはできないであろう。」
また， R・レブスンとJ.J・ウェイガント((17)，p. 77)は， 1"もし，取替
価格が継続的に上昇してきているならば，過去の取替原価による減価償却は，
その資産と新しい資産とのその時のより高い価格による最終的な取替えを可能
にするに十分なイ γフローを配当分配から防いでこなかったことになる。」と
述べ，もし，利益が物的資本，つまり，物的営業能力水準の維持を反映するも
のであるならば，当期の取替原価による減価償却費は，次の 2つの構成要素を
含まねばならないことを指摘している O
付) 現在の物価水準に基づいた当年度の減価償却比例配分額
(ロ) 物価水準が騰貴することによる過去の償却不足額を補うための修正額
前述した〔設例2)における数値を用いれば，各年度の付)， (ロ)および取替原
価の金額は，表7のようになる。
表7
第1年度第2年度第3年度第4年度第5年度合 計
4イ) 2，200 2，420 2，662 
(ロ) 。 220* 484** 
l口』 2十 2，200 2，640 3，146 
取替原価 11，000 12，100 13，310 
(表4参照〉
串(12，100-11，000) x ys = 220 
料 (13，310-12，100) x % = 484 
料* (14， 641-13， 310) x弘=798.6 
料林 (16， 105-14， 641) X托=1171.2 
2，928 3，221 13，431 
799*紳 1，171**** 2，674 
3， 727 4，392 16，105 
14，641 16，105 
(単位千円〉
(8) この過去の償却不足額についての減価償却は，一般に，バッグログ償却 (backlog
depreciation)とかキャッチアップ償却 (catch-updepreciation)と呼ばれている。
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このような過去の償却不足額を追加計上すべきか否かにより，物的資本維持
型取替原価主義会計論は，①過年度不足分償却不要論と②必要論とに分けられ
る。
〔不要論〕
不要論によれば，取替原価が毎期継続的に上昇している場合でさえ，毎期末
における取替原価に基づく減価償却によって，当初資産をそれと同ーの資産に
取替えることは可能であると主張される。たとえば， リチヤード・ P・パンシ
ルとローマン・ L・ウィル ((23)，p. 39)は， かかる主張を前述したR'J • 
チェンパースの指摘に関連して次のように述べている。
「チェンパース教授は，資産を取得するまでの間，減価償却により留保され
た正味資産が利益を稼得しないことを暗に仮定している。われわれの議論で
は，分配可能利益だけが分配されると仮定する結果，利益を減らす減価償却費
は正味資産の留保を強いることになる。これらの余剰正味資産は，利益を稼得
するであろう。われわれは，これらの資産に関する怒意的利益を仮定するとい
うより，資産の減価償却から生じるすべての留保は類似した資産に投資される
との概念上より単純な仮定を設けることができる。」
(9) F ASB No. 33 C( 8)， p.62)は，この問題について次のように述べている。「たと
えば，企業が固定資産を 1，000ドノレで、購入し，その資産が2年間だけの耐周年数を有
すると仮定する。資産の現在原価が毎年10%だけ上昇するならば，各年度の期央で測
定される減価償却費は，第1年度525ドソレ，第2年度577ドル，合計1，102ド司ルであり，
取替日における 1，210ドルの現在原価より少ないであろう。資産の耐周年数中の総減
価償却費と耐用年数の終りの時点でのその現在原価とのギャップは，しばしば， f'バ
ッグロッグ償却』と言われる。しかしながら，費用からパッグロッグ償却を除去しで
も定期的に資産を取得する場合には，営業能力は維持される。たとえば，企業が，
10台の類似資産(各資産が最大10年の耐周年数を有する〉を持ち，現在の使用経過年
数が1年から10年まで均等に並んでいると仮定する。この10台の資産に関する現在原
価による総減価償却費は，現在l台の資産を購入するに必要な原価を表わすであろ
う。資産の取得のパターンが，かなりの程度均一でないならば，パッグロッグ償却は
利用者が資本維持を評価するさいに，考慮される必要があろう。」
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要するに，取替原価に基づく減価償却により留保された資金を当初資産と同
じようにその価格が上昇する資産に再投資すれば，当初資産の取替は可能であ
ると主張されている。この主張を前述した〔設例2Jの数値を用いて具体的に
説明してみよう。 c設例2J (206頁〉の条件に次のような条件6を追加する。
16.甲社は，取替原価に基づく減価償却費の総額を毎期末に追加的資産(機
械B，C，D，E)に再投資する。これらの機械の取替原価はA機械と同様毎期
末に10%上昇し， B， C， D， Eの耐周年数は， 4， 3， 2， 1年であり，定額法
〈残存価値はゼロ〉で減価償却される。」この条件に従って計算した①期末取
替原価，②減価償却費，①再投資総額は，表8のように示される。
表8
(単位千円)
第1年度 第2年度 第3年度 第4年度 第5年度
11，000 12，100 13，310 14，641 16，105 
2，420 2，662 2，928 3，221 
軍替原価末~ c 3，328 3，660 4，026 
4，880 5，368 
8，053 
A 2，200 2，420 2，662 2，928 3，221 
B 605 666 732 805 
減価償却費<c 1，109 1，220 1，342 
D 2，440 2，684 
E 8，053 
再投資総額 2，200 3，025 4，437 7，320 16，105 
表8から明らかなように，第5年度末の再投資総額は，その時点のA機械の
取替原価に等しい。したがって， A機械の取替は可能であり，甲社の物的資本
は，維持されることになる。
また，別の償却不要論によれば，取替原価に基づく減価償却により留保され
る資金をその都度当初資産と同じ資産に再投資すれば，当初資産の取替は可能
であると主張されている。たとえば， F. K・ライト ((24)，p. 381)は，か
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かる主張を次のように述べている。
「すべて耐周年数5年で残存価額ゼロの原価が等しい 5台の機械を所有して
いる企業を考えてみよう。もし，機械の寿命が毎年取替がなされるように均等
に間隔を置かれているならば，取替原価による減価償却は，し、かにインフレー
ションの率が高かろうと，いかにインフレーションが長期間続こうと，取替が
行われるたびに取替のための資金を賄うに十分であろう。たとえば，定額法の
もとでの毎年度の減価償却費は， 5台の各機械にとっての現在取替原価の20%
の金額になるであろう。それは丁度 1台の機械を毎年取替えるための支払に足
る金額になるであろう。
機械の総ストックが各期間一定のままであり，様々な機械の取替原価が同じ
率で上昇するとの条件のもとでは，同じ結果が，耐周年数や原価の異なる様々
な機械を有する企業にたいしても当てはまるであろう。これらの条件のもとで
は，現在取替原価による減価償却は，企業の生産能力を維持するに十分であろ
う。」
また， A.R・プリスト((15)，p. 391)も，同主旨の主張を次のように述べ
ている。
「たとえば，各々の機械が10年存続する10台の機械を所有している企業があ
ると仮定する。さらに，その経過年数別構成が長方形型であると仮定する。つ
まり， 1台の機械が毎年取替えられると仮定する。さて，取替原価が10年間1
台当り 100ポンドで一定であり，次に突然2倍になったと仮定する。もし，わ
れわれが特定年度に取替えられることになっている機械だけを考慮に入れ，そ
して，もし，その機械がそれ自体の減価償却資金を持つと考えるならば，この
資金は，明らかに新しい機械の支払に十分ではないであろう。というのは，そ
の資金は， 9年間毎年10ポンドづっ累積されてきた90ポンドと当該年度に引当
てられた20ポンドの合計 110ポンドにすぎないからである。しかし，これは，
明らかにこの問題にたいする正しい見方ではなし、。事実，企業は， 10台の機械
すべてにたいして共通の減価償却資金を持っている。その資金は当該年度に
200ポンド貸記される。それ故，機械を購入するのに必要な丁度の金額が入手
できる。」
〔必要論〕
E・J・グレス((6)， pp. 102-103)は， r運転資本資源の増殖を考慮する
ことにより，減価償却が，修正されるならば，多くの問題が生ずるであろう。
現在，流体資源(liquidresources)の投資と減価償却会計とは，別個の区分さ
れる問題である。J((6)， p.108) との観点から，償却必要論を次のように主
張している。
「生産能力をそのまま維持するためには，売上原価および営業費用は，最終
的な取替原価，つまり，資産を取替えるために将来生じるであろう原価に基づ
くべきである。それは使用または販売時点での現在取替原価に基づくべきでは
ない。……し、かんながら将来取替原価の計算は，客観的に測定できなし、。次
善の代替的方法は，毎期末の現在取替原価に基づいて減価償却費を計算し，そ
の年度中の資産の廃棄を十分考慮したうえで， 2つの累積的減価償却額の差額
を減価償却費と考える方法である。」
多くの場合，減価償却により留保される資金が，当初資産と同じように価格
が上昇する資産に再投資される保証はなし、。また，その資金が当初資産と同じ
資産に再投資されることは，きわめて特殊なケースを除いてありえない。した
がって，資産の取替原価が毎期継続的に上昇している場合，毎期末の取替原価
に基づく減価償却による留保額は，多くの場合，当初資産をそれと町一の資産
に取替えるには不十分である。それ故，物的資本を維持するためには過年度償
却不足分が追加計上されるべきであると考えられる。
皿 物的資本維持型取替原価主義会計論に対する批判
R・R・スター リ γグ ((22)，pp. 18-34)が，物的資本維持型取替原価主義
会計論に対して考えられうるほとんどの批判を，明確かつ，詳細に指摘してい
る。そこで，本節ではR・R・スターリングによって指摘された批判を中心に
-299-
検討することにする。 R・R・スターリング ((22)，pp. 33-34) によれば，物
的資本維持型取替原価主義会計は，①企業は絶えず同一単位を取替え，②常に
原価の上昇に直面し，①2つの異なる市場で活動し，④物的単位に全額投下す
ることを仮定している。これら 4つの条件のうちどれか 1つでも満たされない
場合，つまり，①異なる単位との取替えがなされる場合，②原価が下落する場
合，③同一市場で売買される場合，④部分的な投資がなされる場合，物的資本
維持型取替原価主義会計に概念的および実務的問題が生じると批判されてい
る。われわれは，以下で，これら4つの場合に関する批判ともう 1つの批判，
つまり，物的資本維持型取替原価主義会計論は，会計の機能と経営政策機能と
を混同しているとの批判を検討する。
(1) 同一資産との取替を仮定しているとの批判
物的資本維持型取替原価主義会計論によれば，企業の物的資本は，同一資産
の取替に備えることにより，維持されると主張される。この主張は，明らか
に，開ー資産の取替を仮定している。これに対して，同一資産の取替を仮定す
ることは非現実的であり，企業が当初資産をそれと同ーの資産に実際に取替え
ることはほとんどありえないので，同一資産の取替に備えることにより，企業
の物的資本を維持することは無意味であるとの批判がある。
ω R・R・スター リング ((22)，p. 10)は， I物的資本の支持者は，ド‘ルの数 (Number
of Dollars)ではなく，個別単位購入可能性 (SpecificUnits Purchasable)を測定す
ることを望んでいる。」と述べている。このことから， R・R・スターリングが用いて
いる ISUP測定」としヴ用語は物的資本維持型取替原価主義会計を意味するものと
解釈される。
(11) 以下で述べる批判以外にも，たとえば， R・バーガート((1)， p.120)は，かか
る批判を次のように指摘している。 Iダイナミックなわれわれの社会において，同ー
でない資産の取替が特に固定資産に関して頻繁に行われるので，あらかじめ知られて
いるかなり自動的な取替購入についてだけ考えることは認めがたい。経営者は，実際
上，資本投資プロジェクト選択の問題に絶えず直面している。経営者は，時には，既
存の資産と同じものを買うこともある。しかし，同一生産要素の購入が，有効な代替
案の中にないであろうことがしばしばある。」
? ?
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R. J・チェンパース ((4)，p.81)は，かかる批判を次のように指摘して
ω 
いる。
「多くの企業は『同じ』事業に留まるように思われるけれども，それらの特
定の製品，製品ミックス，活動形態は，設備資産の寿命より短かい期間に幾つ
かの点で変化する。したがって，特定資産が原則として取替えられねばならな
いと主張する納得のし、く議論はなし、。つまり，特定の生産能力が特定の会社に
より維持されねばならないと主張する納得のし、く議論はなし、。まして，特定の
資産を取替える能力が維持されねばならないと主張する納得のし、く議論はな
し、。J
また， ロナルド・マとM・C・ミラー((13)，p. 254)も，同主旨の批判を次
のように指摘している。
「現実の問題は，利益測定ノレールを形成するさいに，個別的資産の観点から
の企業の生産能力維持に優先権を与えるべきか否かという点にある。もし技
術や消費者の噌好の変化のために，資産がめったに同ーの資産に取替えられる
ことがないならば，生産能力の維持とし、う問題のために資金の留保に備えるこ
とは，ほとんど有用ではない。」
企業が当初資産をそれと同ーの資産に実際に取替えることがないならば，別
言すれば，企業の物的資本を具体的に構成している資産内容が変化するなら
ば，同一資産の取替に備えることにより，企業の物的資本を維持することは，
明らかに無意味であると考えられる。したがって，この批判は，適切なもので
あると考えられる。
(12) R・J・チェンパー ス C(3)， p.485)は，かかる批判を次のようにも指摘してい
る。 I同じ商品を生産し続けるいくつかの企業があるように思われるけれども，より
多くの数の企業は，そのアウトプットの構成，製品の型あるいは使用している生産形
態を変える。全体的あるいは表面的な外観が示す以上に使用される用役および財の結
合には，より大きな変移性がある。それ故，企業行動の一般的なあり方が，実際には
習慣とか惰性を連想することに伴う適応性以上に適応性に満ちたものであると考える
ことは適切である。」
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しかしながら，この批判に関して留意すべき点が2つある。第1の留意点は，
生産能力の意味のところ (201頁〉ですでに述べたように，物的資本維持型取替
原価主義会計論のもとでも，技術の改良による高い生産能率を有する資産が存
在する場合には，まったく同ーの資産の取替ではなく，最新の資産との取替を
考慮に入れている点である。つまり， この意味では，物的資本維持型取替原
価主義会計論も同一資産の取替を必ずしも仮定していない点に留意すべきであ
る。
第2の留意点は，批判者による異なる資産の取替が，異なる事業への転換を
意味するほど異質な資産の取替を意味するなら，むしろそういった仮定のほう
が，より一層非現実的であると考えられる点である。つまり，現代企業の特色
の1つは，事業内容の特殊化・専門化にあると考えられる。したがって，異業
種への転換を意味するような異なる資産の取替を仮定することは，現実的では
ないと言えよう。レグ・ S・ジンサー((10)，p. 49)は，この点について次の
ように述べている。
「特定の産業における会社は，一定の種類の資産ないしストックを使用して
おり，それらを同種の資産ないしストックと取替える傾向がある。ある会社が
ある産業から他の産業へ転換する場合を想定することは，継続企業概念を放棄
するものである。というのは，この場合，われわれはある会社を実質上清算さ
せ，別の会社を設立させることになるからである。」
これら 2つの留意点は，ある程度，同一資産との取替を仮定しているとの批
判を緩和する。しかしながら，より高い生産能率を有する同種の資産との取替
や異なる事業への転換を意味するほど異質な資産との取替以外の異なる資産と
の取替が，しばしば，行われる。したがって，ここで指摘された批判は，依然
として適切であると考えられる。
さらに，異なる資産との取替がなされる場合，言い換えれば，物的資本の構
成内容が変化する場合，物的資本維持型取替原価主義会計のもとでは，どのよ
うに利益を計算すべきかとしづ問題，具体的には，既存の資産の取替原価かあ
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るいは新たに取替えられる資産の取替原価のいずれに基づいて費用を計上すべ
きかとしづ問題が生ずる。物的資本維持型取替原価主義会計論の支持者は，こ
の問題に対して明確に答えていないとの批判が指摘される。
R.R・スターリング ((22)，pp. 18-20)は，次のような具体的な設例によ
り，この批判を指摘している。
〔設例〕
iMacy' and Gimbels社は， 1月1日に100ドルで、開業し， 1月2日に100着
のミニスカートを各々 1ド、ノレで、購，入し， 1月31日に 100着のミニスカートを各
1々.6ドルで、販売する。販売時のミニスカートの現在原価は， 2ド、ノレである。
そして， 2月2日にその在庫を各々1.25ド、ルの原価のマキシスカートで補充す
る。その原価は， 1月2日の時点での1.2ド〉レから，上昇してきている。」
R.R・スターリング ((22)，pp. 19-20)は，この設例に関して，次のよう
な2つの異なる主張がなされうること，したがって， 2つの異なる利益数値が
表9
SnUP測定は基づく Macy'社の結合財務諸表
1月 1日 1 月中 2月 1日
ド、/レ 単位 ドノレ 単位 ドノレ 単位
現 金 S200 100n $ 160 ~n 
株主持分 $ 200 100n $ 200 100n 
期首留保利益 。 。 。 。
ヲ=去E三 上 $ 160 80n * 
売上原価 200** 100 
純利益(損失〉 ($ 40) (20) n 
←) 自己 当 。 。
留保利益の変動 。 。 (40) (20) 
期末留保利益 。 。 (40) (20) 
総 持 分 $ 200 100n $ 160 80n 
* 160+2= 80 
*事 100x2=200
???
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表10
1 日
単位
83.33 x 
2月
ノレド
$104.16 
Macy'社の結合財務諸表
1 月中
ドル単位
SxUP測定に基づく
1月 1日
ドル単位
$ 104. 16 83.33 x 
株主持分
期首保留利益
売 上
売上原価
純利益
←)配当
留保利益の変動
総持分
金現
。。
$ 160.00 128.00 x * 
$ 104.16*** 83.33*本
事55.84 44.67 x 
55.84 44.67 
83.33 x 。$104.16 0 
0 
83.33 x 
0 
$104.16 
o 0 
$ 104. 16 83. 33 x 
160 -=-1. 25= 128 
100 -=-1. 2 = 83.33 
83. 33x 1. 25ニ 104.16
* 
申本
牢申*
ミニスカートの現
計上されうることを指摘している。
企業は，実際に，
在原価が，会計の基礎として用いられるべきである。この主張によれば，
ミニスカートを販売した。それ故，① 
表9に示されているように40ド‘ルの損失が計上される。
企業は，実際にマキシスカートを取替えた。それ故，
現在原価が，会計の基礎として用いられるべきである。この主張によれば
マキシスカートの② 
表10に示されているように， 55.84ドルの利益が計上される。
これら 2つの利益数値のうちどちp. 20)は，R.R・スターリング ((22)，
らが正しい数値であるかについて答えることはできないとして，次のように述
べている。
同じ事実から，実質的な利益または損失を報告する選択に直「われわれは，
面する。われわれはどちらの数値を報告するか。物的能力の支持者により用い
られる規準は真である。しかし調べてみると，代替的規準も真であること
?
?
? ?
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が明らかになる。この選択は， SnUP (ミニスカートを基礎とした場合〉対
SxUP (マキシスカートを基礎とした場合〉にあり，真対偽にはなし、。 SnUP
は， 100着のミニスカートが1月2日に購入され， 80着のミニスカートが2月
2日に購入されえたで、あろう(実際には購入されなかった〉という点で真実で
ある。 SxUPは， 128着のマキシスカートが2月2日に購入され， 83.33着の
マキシスカートが1月2日に購入することができたであろう(実際には購入さ
れなかった〉という点で真実である O かくして，どちらの主張についての擁護
論あるいは批判論も，もう 1つの主張にたいして同じように適用される。いず
れの主張も， 1つの事実上の購入と事実に反する購入を含んでいるので，両方
とも真実であるか，誤っているかのどちらかである。かくして，われわれは，
基本的問題に戻る。われわれは，いかなる属性を会計報告すべきか。唯一の差
異は， NOD対 SUPではなく， SnUP対 SxUPの選択に直面している点に
ある。私は，この答えを知らないと告白する。私の知るかぎり，この問題は提
起されていないので，物的資本の支持者もまたその答えを知らないのではない
かと思う。」
R.R・スターリングが指摘しているように，企業の物的資産構造が期首と
期末とで異なる場合，物的資本維持型取替原価主義会計において，どちらの物
的資産(ミニスカートかマキシスカート〉を基礎にして物的資本を比較すべき
か，つまり，利益を計算すべきかとしづ問題は，未解決のままである。別言す
れば，この批判は，物的資本維持型取替原価主義会計において，期首か期末か
あるいは期中の平均か，いずれの時点における物的資本あるいは生産能力を維
持すべきかについて合意がないとの批判である。ロスリン・ロウスとケネス・
J・レオ((18)，p. 148)は，この問題について次のように述べている。
「営業能力 (operatingcapacity)の定義に時間的次元を与えようとすると，
異なる営業能力概念が現われることになる。これらの異なる概念は， 3つのグ
ループに分けられるであろう。 w当初の営業能力』とここで呼んでいる第1の
概念によれば，利益測定は，期首に存在した能力と関連づけられる。 w現存の
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営業能力』と呼んでいる第2の概念によれば，利益測定は，現在存在している
か，または，現在の資産ストックに'含まれている営業能力と関連づけられる。
第 3のグループは，これら最初の 2つのカテゴリーに当てはまらない別の概念
から常に成り立っているo これらは，なんらかのたく九、の『期中の平均』概念
を一般に表わす。」
このように，物的資本維持型取替原価主義会計において，異なる資産との取
替がなされる場合，つまり，物的資産の構成内容が変化する場合，どの時点、に
おける物的資本あるいは生産能力を維持すべきかという問題にたいして明確な
答えは与えられてきていなし、。したがって， R. R・スターリングによるここ
での批判は，適切であると考えられる。
(2) 原価が常に上昇することを仮定しているとの批判
R.R・スターリング ((22)，pp. 24ー 28)によれば，物的資本維持型取替原価
主義会計は，資産の取替原価が下落する場合，所有主が損失を蒙むっているに
もかかわらず企業が利益を表示できる点で，矛盾していると主張される。 R・
R・スターリングは，設例によって，かかる批判を次のように説明している。
〔設例〕
iRadio Shack社が， 1月2日に 100台の計算機を各々 1ドルで購入し， 1 
月31日にその時の取替原価(各々 0.5ドル〉の60%の値入による販売単価(各
々0.8ドル〉で， 100台を販売すると仮定する。」
R.R・スターリングによれば，物的資本維持型取替原価主義会計論の命題
1と2(202頁〉から，次のような仕訳が必要であることが指摘される。
帥物的資本維持概念に基づく場合でも取替原価が下落するときには，取替原価変動差
額を資本修正項目ではなく，損益項目，つまり，保有損失として処理する方法を支持
する論者がし、ることが指摘されている。たとえば， FASB討論資料 C(7)， p.136) 
は，このことについて次のように述べている。 I物的資本概念についての文献におい
ては，負の資本維持修正が報告利益の増加をもたらす場合，それを記録すべきか否か
について，また，もし，記録すべきであるなら，それを財務諸表にどのように，どこ
に帰属させるかについてほとんど言及されていない。論評してきた論者は，次のよう
? ?
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く仕訳〉 株主持分 50ド、ル 棚卸資産 50ド、ル
また，企業は取替原価〈各々 0.5ド、ル〉に基づく値入により， 30ド、ルを稼得
するであろう。その30ド、ルにより，企業は 100単位の取替に備えた後，配当と
して60単位等価物 (=30ド、ノレ/0.5ド、ル〉を支払うことができるであろう。も
ちろん， Radio Shack社は， 0.8ドルで、はなく， 1. 6ドルで、各単位を販売するこ
とを好むであろう。しかし，計算機の現在原価(取替原価〉が下落した後で，
表11
SUP測定に基く RadioShack社の結合財務諸表
1月 1日 1 月中 2月 1日
ド、ノレ 単位 ド、ノレ 単位 ド、ノレ 単位
現 金 $ 50 100 c $ 50 100 c 
株主持分
期首留保利益 $ 50 100c $ 50 100 c 
売 上 。 。$ 80 160 c 。 。
売上原価 50 100 
主 利 4ナUモム $ 30 60c 
(→ 配 当 30 60 
留保利益の変動 。 。 。 。
期末留保利益 。 。 。 。
総 持 分 $ 50 100c $ 50 100c 
な保守的な解決策を通常支持してきている。つまり，取替原価の上昇は，常に(利得
ではなく〉資本の増加である。他方，取替原価の下落は，以前の増加と相殺されえ
ないかぎり，常に，損失である。物的資本概念の支持者は，これらの問題に関する見
解の説明を要求される。」しかしながら，物的資本維持型取替原価主義会計論によれ
ば，取替原価変動差額は取替原価が下落する場合であっても，資本修正項目として処
理すべきである。 R.S・ジンサー((10)，p. 74)は， この点について次のように
述べている。 r継続企業の保有利得は，利益としてではなく，資本剰余金 (capital
reserves)の増加として処理すべきであるとの主張には，多くの論者が合意している。
しかし保有損失を損失としてではなく，資本剰余金の減少として処理する考え方に
反対するいく人かの論者がし、る。IT'保有利得』の処理についての理論が正しいなら，
それは逆の場合，つまり， IT'保有損失』にも適用しなければならない。J
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それを購入した競争者が，その販売価格を0.8ドノレに決めるであろう。それ故，
競争に対処するためには， 0.8ドルで、販売せざるをえないであろう。これらの
数値は，表11のように示されさ)0
表11からも明らかなように，企業は100単位で開始し， 100単位を取替える能
力をもって終っている。したがって，物的資本は維持されている。また，損益
計算書における単位数値L 取替原価が一定の場合と同じで、あさ)。しかし，
R・R.スターリング ((22)，pp. 25-26)は， 1"何かが正しくなし、。企業は100
ドルで、単位を購入し，それを80ド、ルで、販売した。それでも，企業は30ド、ルの利
益を報告した。これはきわめて奇妙な報告書である。J((22)， p.25) と述べ，
その理由を次のように指摘している。
「それが奇妙である 1つの理由は，企業の裕福さと所有主のそれとが分かれ
てきた点にある。原価が上昇する場合には，企業は単位における同じ SUP利
益を稼得してきているので，同じだけ裕福であった。そして，所有主は，彼ら
の配当を増加してきたので，より裕福であった。原価が下落する場合には，企
業は単位における同じ.SUP利益を稼得してきているので，同じだけ裕福であ
った。 Lかし，所有主は配当の減少を蒙むってきたので，貧しくなる。消費財
を購入する所有主の能力は，半分になる。配当は60ド、ルから30ドルに減少す
(14) 表11において， 1月1日の現金が， 100ドノレで、なく， 50ドルと表示されているのは，
2月1日に， 1月1日と同じ数の単位 (100単位〉を購入するためには50ド‘ル必要で
あるとの事実を反映するためで、ある。
む5) 取替原価が下落しようと，一定のままであろうと，上昇しようと，下の表12に示さ
れているように，損益計算書における単位数値はすべて同じである。
表12
原価下落 原価一定 原価上昇*
ドノレ 単位 ド、/レ 単位 ド、ノレ 単位
7去'E 上 80 160 160 160 200 160 
売上原価 50 100 100 100 125 100 
純 不リ 益 30 60. 60 60 75 60 
一
*原価は1.25ドノレに上昇すると仮定する。
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る。彼らは計算機を購入する能力が維持されてきたとの事実にほとんど満足し
ない。以前60ド、ルで、購入したで、あろうのと同じ数の計算機を現在30ド、ノレで、購入
するであろうことは，所有主に関係のないことである。所有主の観点から30ド
ルの利益で、はなく， 20ド.ルの損失 (100ド、ルから80ドルへの減少〉が生じた。
それ故，所有主は，分配利益がない場合に利益の分配，つまり，配当を受取る
ことに異議を唱えるであろう。」
R.R・スターリングによるこの批判d，適切なものではないと考えられる。
というのは，物的資本維持型取替原価主義会計論は，もともと，所有主の観点
からの資本維持計算・利益計算を目的としていないからである。物的資本維持
型取替原価主義会計のもとでは，配当金を維持することとか投下資本の貨幣的
数量を維持することは，企業の資本維持計算あるいは利益計算とは別の問題な
のである。
(3) 異なる市場で売買することを仮定しているとの批判
物的資本維持型取替原価主義会計は，次のような理由で，投機企業 (trading
firms)に適用できないとの批判がある。つまり，物的資本維持型取替原価主義
会計は，二つの異なる市場(購入市場と販売市場〉において売買する企業を仮
定しているが，実際には同一市場で売買する企業(投機企業〉が存在する。こ
ういった企業にとっての市場における販売価格は，その取替原価に等しいの
で，物的資本維持型取替原価主義会計に基づくかぎり，投機企業は，常に，ゼ
ロの利益を計上することになる。
また，物的資本維持型取替原価主義会計のもとでも，通常の商業や製造業が
帥 R・R・スターリングによるこの批判は，基本的には，会計の目的に関する次のよ
うな見解 ((22)，pp. 36-37)に基づいている。「し、かなる入札計算機の購入可能性
が維持されたことを否定できなし、。われわれは，実際に，人間のために会計してお
り，人間の 1つのグループが所有主である。それ故， SUP測定は，所有主の目的が
達成されてきたかどうかを明らかにしないので，われわれは，それを拒否すべきであ
ると結論づける。」
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保有している投機資産〈たとえば，市場性ある有価証券〉に関しては，その取
替原価変動差額は保有損益として会計処理される。このように資産の種類によ
り異なる会計処理がなされるのは，会計処理の一貫性という点から不合理であ
るとの批判がある。
R.R・スターリ γグ ((22)，pp. 28ー 29)は，これらの批判を次のように指
摘している。
「現在原価会計の支持論は，常に，商業または製造業の観点から表明され
る。そのような企業を特徴づけるものは，それらが2つの市場で活動している
点にある。企業が購入する市場は，企業が販売する市場と異なる。たとえば，
小売業は卸売市場で購入し，小売市場で販売する。同じ市場で売買する『投機
企業』と呼ばれる別の種類の企業がある。……一般に，同じ市場で売買するど
の企業も，販売価格が同一財の現在原価に常に等しいという明確な理由で，そ
の取引に関して常にゼロの SUP利益を報告するであろう。すべての投機企業，
すべての取引，すべての価格変動にたいするゼロ利益とし、う結果は，不合理で
ある。もし，その大きさが常にゼロであろうことが，先験的にわかっているな
ら，利益の測定は無意味である。もし，報告書の受け手が，まえもって，報告
される金額が常にゼロであろうことを知っているなら，利益の報告は，無意味
である。
これらの理由で，われわれは， SUP測定は投機企業に適用できないと結論
づけねばならなし、。このことにより，多くの企業およびかなり大きな経済セグ
メントがその適用から排除される。主要な資産が市場性ある有価証券である企
業が排除されるのは，きわめて明らかである。したがって，多くの金融機関が
排除されるであろう。さらに， SUP測定は，商業または製造業により保有さ
れている市場性ある有価証券に適用できないであろう。したがって，そのよう
な企業においては異なる資産ごとに首尾一貫しない会計処理方法の適用がみら
れるであろう。小麦，大豆，石油，銅などのすべての商品取引業も，また，不
動産取引業と同様排除されるであろう。」
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FASB討論資料((7)， p.142)においても，同主旨の批判が次のように指
摘されている。
「物的資本概念の批判者によれば，その概念は，本質的に怒意的な手続であ
ると主張される。それは，たとえば，証券投資に適用されなし、。それを適用す
るなら，投資家は，彼らが投資家であることをやめるまで，証券の販売から利
益を得ることはできないであろう。というのは，販売される証券の原価は，販
売による受取額に等しいか，または，それを超えるであろうからである。つま
り，販売時点での投資の取替原価は，常に，販売価格に等しし、。(あるいは，
それは取引費用のため，販売価格より少し高いであろう。〉その概念は，銀行
とか保険会社のような金融機関のほとんどの資産にも適用されなし、。それらーの
資産も，また，取替原価が販売価格に等しいとし、う特徴を一般に有している。
それ故，その適用も，また，明らかに不合理な結果を与えるであろう。」
物的資本維持型取替原価主義会計は，投機企業にたいして適用できないとの
批判は，次のような理由で，適切ではないと考えられる。というのは，投機企
業は，保有活動により利益を稼得することを目的とした企業であるので，保有
資産の取替原価変動差額は，保有活動からの利益(営業利益〉として処理すべ
きであると考えられるからである。つまり，物的資本維持型取替原価主義会計
は，投機企業に適用できないのではなしそれが適用される企業間の基本的な
特質の差異に応じて，異なる方法で適用されるのである。
L・レプスン((16)，p. 92)は， このような見解を次のように述べている。
「投機企業にとっての暗黙の特質は，製造業や商業と異なり，保有利得がそ
のような企業の営業活動に欠くことのできないものである点にある。別言すれ
ば，投機企業の営業利益は，上手な保有活動から生じるように意図されてい
る。投機企業の営業マージンは，資産取得後に生ずる価格変動だけから成り立
っている。これがそのピジネスである。このタイプのビジネスは，ほとんどの
他のビジネスと基本的に異なる O このような状況のもとでは保有利得は営業利
益であり，それとして処理されるべきである。そうしなければ，企業聞におけ
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る会計処理についての誤った一貫性が，再び生じるであろう。」
また，物的資本維持型取替原価主義会計のもとでも市場性ある有価証券な
どの取替原価変動差額については，保有損益として処理されるが，このことは
会計処理の一貫性を犯すことになるとの批判も，適切ではないと考えられる。
R・レプスン((16)，pp. 91-92)は，かかる見解を次のように明解に説明
している。 R・レプスンは，まず，物的資本維持型取替原価主義会計のもとで
も市場性ある有価証券などの取替原価変動差額については保有損益として処理
すべきであるとする理由を 3つ指摘している。
① 中間請求権を表わす資産，たとえば，市場性ある有価証券は，物的資産
と謀本的に異なる。物的資産は，直接的または間接的に生産に用いられ
る。それ故，企業内にそれらを維持することが，将来の生産活動を促進す
るに必要である。対照的に，中間請求権は，本質的に生産活動とは無関係
な資産である。
② 中間請求権の物量の増減は，しばしば，幾分人為的なものである。(た
とえば，株式配当，株式分割，株式逆分割〉それは保有者の実質的な富を
変えない。別言すれば，物的資本維持は，本質的に，物的資産でないもの
にたいして， レリパントな概念でなくなる。
③ インプット原価と実現可能価値が常にー諸に変動するであろうので，こ
れらの財務的中間請求権に関する保有利得の経済的意義を解釈するさい
に，いかなる暖味さもない。
R・レプスγ((16)，p. 91)は，こういった主張を前提にしたうえで， 1"資
産の性質に基づく保有利得についてのこの異なる処理は，一貫性の原則を犯す
ものではない。逆に，基本的な差異にもかかわらず，すべての資産を同じよう
に処理することは，誤った一貫性を導くであろう。」と述べている。
(引 物的単位に全額投下すあことを仮定しているとの批判
物的資本維持型取替原価主義会計のもとでも，物的資本維持という目的は，
すべての資本が全額物的資産に当初投下されないかぎり，達成できないとの批
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判がある。別言すれば，資本の一部が物的資本に当初投下されない場合には，
物的資本維持型取替原価主義会計によっても，物的資本は維持されないとの批
判がある。
R・R・スターリング ((22)，pp. 29-30)は，具体的な設例を用いて，かか
る批判を次のように指摘している。
「企業が，その購入単位が 1ドルで、あった 1月1日に 100ド、ノレで、開始し， 20 
ド、ルの現金残高を残し， 80単位を購入したと仮定する。企業は，現在原価が
1. 25ドルで、ある 1月31日に各々1.6ド、ルで，その単位を販売した。命題3 (利
益は物的資本の変動であり，収益から現在原価を控除することにより算定され
る。一引用者挿入〉によれば， 100ド、ルの現在原価 (=80単位x@1. 25わけ
が， 128ド、ルの収益 (=80単位x@1.60ド〉レ〉から控除され， 28ドルの分配可
能利得が得られるであろう。しかし， 28ド、ノレが分配されるなら，物的資本は，
維持されてこなかった。それは 4単位だけ消滅する。企業は， 2月1日に120
ドル (20ド、ノレの現金残高十128ド、ルの収益-28ド、ルの配当金〉をもっている。
この120ド、ルは， 100単位購入したで、あ司ろう 100ドルの当初現金と比較して， 96 
単位 (=120ド、ノレ/1.25)を購入するであろう。」
この批判も，適切であるとは考えられなし、。というのは， R. R・スター リ
ングによる設例において，企業が維持すべき資本は， 100単位の物的資産では
なく， 80単位の物的資産と20ドノレの現金で、あると考えられるからである。
(5) 会計の機能と経営政策機能とを混同しているとの批判
物的資本維持型取替原価主義会計は，利益を測定するさいに取替原価に基づ
く費用を収益から控除すべきことを要請する。したがって，既存の資産の価格
上昇分に見合う資金は，利益留保による株主持分の増加を再投資することによ
り調達されることになる。このことは，物的資本維持型取替原価主義会計が特
定の経営政策(つまり，特定の資産への投資と特定の源泉からの資金調達〉を
前提としていることを意味する。他方，会計の機能は，特定の経営政策の結果
を測定し，報告することにあると考えられる。それ故，物的資本維持型取替原
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価主義会計は，両者の機能を混同しているとして批判される。
FASB討論資料 C(7)， pp. 140-141)は，かかる批判を次のように指摘し
ている。
「批判者によれば，物的概念は，会計測定機能と経営意思決定機能とを混同
している。一定期間における建物の取替原価の増加額に等しい金額だけ利益を
減少すべしとする要請は， w……先験的議論，つまり，価値の上昇分は，その
ビジネスにおいて利益を留保することにより実際獲得される持分資本で資金調
達されねばならないとの議論によって，擁護できるにすぎなし、。新たな資本ま
たは借入資本による資金調達が実行可能であるか否かは考慮されることさえな
い。j]C( 1)， p.122)……批判者によれば，物的資本概念は，経営意思決定を会
計ルールに代える。その概念は，資金を分配せずに，再投資するとの経営意思
決定を通さずに，企業がそれに委託された資源によって達成したものについて
の財務会計上の測定値であるという装いのもとで，株主の資金の強制的再投資
をもたらす。……物的資本概念の批判者によれば，経営者がその事業活動から
受け取る現金を分配するかどうか，同じまたは類似の資産に再投資するか，あ
るいは，異なる資産に再投資するかどうか，借入をするか，または，新たな持
分資本を求めるか，または，利益の稼得によりもたらされる資産を留保するか
どうかは，すべて資本予算意思決定である。財務会計および財務諸表は，企業
にたいする資本予算意思決定の財務的効果を報告することになっているが，あ
らかじめ資本予算意思決定をすることにはなっていない。」
また， リチヤード・ A ・サミュエルソン((19)，p. 255)は，かかる批判を
暗示する主張を次のように述べている。
「保有利得処理の支持者は，財務的資本維持，つまり，実体の資産に投下さ
れた原初貨幣額の維持に基づく利益の定義を支持する。それ故，利益は，原初
財務的投資とし、う意味で，期首に存在した水準に資本を維持したうえで，すべ
てを分配することができる一期間に生ずる総利得であると考えられている。こ
の定義のもとでは，同じまたは類似の資産への再投資は，利益認識の必要条件
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とみなされる。経営者は，利用可能な資金を別の形態、で投資することを選ぶこ
ともできょう。同じまたは類似の資産に利益を再投資することを要求するいか
なる財務管理の原則または財務会計の原則もない。」
また，モーリス・ムーニッツ((14)，pp. 29-30) も同主旨の批判を次のよ
うに指摘している。
「価格が変動している世界における会計人の仕事は，測定し，その測定結果
を報告することである。経営者の仕事は，価格が変動しているそのような世界
に適応することである。どのように適応するかは，明らかに重要な問題であ
る。この問題に答えるためには，最適戦略または最適戦術概念が必要である。
経営者は，自由に処分できる財について何をなすべきか。これらの財は，どの
ように運用されるべきか。これらの問題にたいする答えは，会計の領域ではな
く，経営政策の領域にある。会計は，最適な政策を前提とすべきでない。そう
ではなく，会計は，政策が拠り所としうる基礎に関する少なくともなにがしか
のデータを表示すべきである。経営者は，次に，手持ちのデータによって，そ
の状況における賢明な政策の本質をなしているものに関する白からの見解を表
わすことができる。」
物的資本維持型取替原価主義会計のもとでは，利益は収益から取替原価に基
づく費用を控除して計算される。この利益計算は，特定の経営政策，つまり，
消費された資産の取替原価の上昇分に見合う金額は，必ず，利益から留保すべ
きであるとする経営政策をとるのと同じ効果をもっO この意味で，物的資本維
持型取替原価主義会計は，たしかに，会計の機能と経営政策機能とを混同して
いる。しかしながら，そういった経営政策を前提にした利益計算は，企業の存
続それ自体を脅かすような不当な配当や賃金の引上げおよび販売価格の引下げ
に関する要求を防ぐのに有用である。したがって，この批判も必ずしも適切な
ものであるとは考えられない。
-28...:.. 
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歴史的原価主義会計のもとでは，利益は，期首における名目的貨幣資本，つ
まり，期首に投下された貨幣数量を期末に維持したうえでの余剰であると考え
られているo したがって，期末には，期首と同じ投下貨幣数量が維持されるこ
とになるが，このことは，資産の価格が上昇する場合，期末に期首におけるの
と同じ物的資本あるいは生産能力が維持されることを意味しなし、。それ故，歴
史的原価主義会計に基づく利益をすべて分配すると，企業の物的資本あるいは
生産能力は，維持されない(縮少する〉ことになる。物的資本維持型取替原価
主義会計は，こうし、った歴史的原価主義会計の欠陥を克服する会計方法として
提唱されている。
物的資本維持型取替原価主義会計のもとでは，利益は，期首における物的資
本あるいは生産能力を期末に維持したうえでの余剰であると考えられている。
したがって，物的資本維持型取替原価主義会計に基づく利益は，収益から消費
時点における資産の取替原価を費用として控除することにより計算されるo ま
た，期中における取替原価の上昇額は，資本修正項目として処理され，保有利
得として利益に加算されることはなし、。それ故，物的資本維持型取替原価主義
会計に基づく利益は，それがすべて分配されるとしても，物的資本あるいは生
産能力は維持されることになる O この意、味で，それは，真の分配可能利益を表
わすと主張されている。
こういった物的資本維持型取替原価主義会計に対して多くの批判が，指摘さ
れているが， r物的資本維持型取替原価主義会計は，同一資産の取替を仮定し
ている。」との批判だけが，適切な批判であると考えられる。この批判は，次
の2つの批判点を含んで、いる。 1つは，企業が当初資産と同ーの資産を取替え
ない場合，つまり，期首と期末における物的資産の構成内容が異なる場合，物
的資本維持型取替原価主義会計において，どの時点での物的資本あるいは生産
能力を維持すべきであるかとしづ問題について合意がないとの批判である。も
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う1つは，企業が当初資産と同ーの資産を取替えない場合，つまり，企業が期
末に期首と同ーの物的資産を持っていない場合，同一資産の取替に備えること
により，企業の物的資本を維持することは無意味であるとの批判である。要す
るに，企業が当初資産をそれと異なる資産に取替える場合，物的資本維持型
取替原価主義会計は，いくつかの困難な問題に直面せざるをえないと考えられ
る。
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